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このケーススタディは、アメリカ教育審議会（ACE）による大規模な調査の一環として作成されま
した。このケーススタディと、付随するライブ・インタラクティブ・データベース、リアルタイム分
析、ケーススタディ、インフォグラフィックは、日米の高等教育機関の 

パートナーシップ活動を把握するための基盤となるものです。

USJP HEESの目標は、日米の高等教育コミュニティにおける相互理解と協力を向上させ、グローバ
ルな高等教育の背景の中でその強みを生かすことです。

日米高等教育エンゲージメント調査は、国際交流基金日米センターの多大なご支援により実現したも
のです。

このプロジェクトの詳細については、www.acenet.edu/usjp-heesを参照ください。
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序文

日米デジタルイノベーションハブ ワークショップは、日米の大学の協力で開催されてきた取り
組みです。データサイエンス、人工知能（AI）、サイバーセキュリティなどのデジタル分野に
おける研究と教育における日米の大学や研究機関の連携を組織的に支援する体制構築を目的と
しています。年に一度開催するワークショップでは、両国の研究機関の協力を促進するための
講演が行われ、それに基づいて議論します。これにより、対象分野の進展に向けた情報やリソ
ースの相互共有が可能になります。これまでのワークショップには、日米の政府機関や産業界
を牽引する代表者たちが数多く参加してきました。

ワークショップの始まり

2013年4月にワシントンで開催された第12回日米科学技術協力合同高級委員会において、デジ
タル科学分野における日米協力の関係強化に関する意見交換が行われ、両国の科学、テクノロ
ジー、教育に関する政策立案に携わる高官らが出席しました。大学や企業等からのより幅広い
参加を促すため、米国務省とカーネギー国際平和財団の主催で公開討論会が開かれ、大学やシ
ンクタンク、民間部門の代表者らが議論する会議も併せて開催されました。ビッグデータ、モ
ノのインターネット（IoT）、AI、サイバーセキュリティ、ロボット工学、量子情報科学分野に
おける協力の可能性やニーズをさらに探求するため、東京でもフォローアップセッションが開
催されました。これらの会議において、デジタル時代の科学技術を進歩させるうえで、日米の
産学連携のためのハブを設立する重要性が確認されました。

デジタルイノベーションハブ ワークショップ

産官学のトップレベルが参加したこれらの議論は、日米協力に対する意識と関心を政府レベル
で促すうえで重要でした。しかし、構想を実現させるためには、研究者や大学の代表者らが議
論するためのプラットフォームの設立という次のステップが必要でした。そこで、2015年に第
1回日米デジタルイノベーションハブ ワークショップがワシントンで開催されました。このワ
ークショップには、大学（日本の4大学と米国の3大学）と民間企業から参加者が集い、武田修
三郎氏1や在米日本大使館のほか、両国それぞれの研究開発を振興する国立研究開発法人や国
立財団の支援を受けました。2 2日間にわたるワークショップでは、産学官連携について意見が
交わされました。第1部は一般公開されましたが、第2部は非公開セッションとし、研究者や大
学幹部らがグローバル・デジタル時代における大学間の交流やコラボレーションの重要性につ
いて検討し、議論しました。そのなかで共同研究や、教員交換の促進、共同教育の取り組みに
ついて具体的な議論が行われました。第2回、第3回のワークショップも、それぞれ2016年と
2017年にワシントンで開催されました。第4回以降は、下の表のように日米で交互にワークシ
ョップが開催されてきました。

1	  武田修三郎。武田アンド・アソシエイツの代表であり、当時は文部科学省顧問。
2	  日本からは、東北大学、名古屋大学、大阪大学、慶應義塾大学、理化学研究所、日本科学技術振興機構（JST）

、新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）、経済産業省（METI）、文部科学省（MEXT）、日産、日立
などから代表者が参加。米国からは、ジョージ・ワシントン大学、メリーランド大学、セントルイス・ワシント
ン大学、アクセンチュア、IBM、Amazonなどから代表者が参加。
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日付 会場、場所 参加組織

第4回ワークショップ 2018年3月19～20日 筑波大学、

日本　つくば市

主催：JST、NEDO

事務局：筑波大学

日本の8大学

米国の8大学

民間企業

第5回ワークショップ 2018年6月28～29日 アリゾナ州立大学ワシントン校、

ワシントン

事務局：アリゾナ州立大学

日本の7大学

米国の11大学

第6回ワークショップ 2019年6月10日 筑波大学、

日本　つくば市

主催：JST、NEDO

事務局：筑波大学

日本の9大学

米国の9大学

民間企業

第6回デジタルイノベーションハブ ワークショップでは、参加地域の範囲が拡大され、インド
工科大学ボンベイ校の代表者も参加するようになり、日米の参加者数も増加しました。議論の
中心となったのは、サイバーセキュリティ、サイバートラスト、データガバナビリティ分野に
おける産学連携の推進で、これらは新たなデジタル時代であるSociety 5.0（「サイバー空間（
仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社
会的課題の解決を両立する、人間中心の社会（Society）」に向けた日本政府のビジョン3）を
実現するうえで必要な要素です。また、相互利益、説明責任、透明性というコアバリューに基
づき、学界・経済界のセキュリティのためのルールを確立する必要性も確認されました。

日米デジタルイノベーションハブ ワークショップの今後の方針

これまでに実施された6回のワークショップは、参加した日米の大学間における共通認識と相
互理解を形成しただけでなく、具体的な協力にもつながるようになりました。トップダウンで
優先事項を示したことにより、ボトムアップの研究提案や活動が促進されました。この数年間
にわたり、日米の研究開発を振興する機関の支援により、両国の研究機関の間に持続的な関係
性が築かれてきました。たとえば、いくつかの参画大学が新エネルギー・産業技術総合開発機
構（NEDO）の「人工知能技術適用によるスマート社会の実現」の資金提供を受け、共同研究
プロジェクトを立ち上げています。

以下にプロジェクトの事例とそこに参画するメンバーを示します。

3	  日本内閣府：https://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/
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1.	 モビリティ/自然言語による理解に関するプロジェクト

パートナー大学：名古屋大学、オハイオ州立大学、テキサス大学ダラス校、ジョンズホ
プキンス大学

このプロジェクトは、AIに対する人間の理解と信頼を促進するために、自然言語でAIによる判
断の基礎を説明する「説明可能なAI」に焦点を当てています。その目的は、AIによる行動の決
定をより理解しやすくし、自動運転に対する消費者の信頼度を向上させることにあります。

2.	 ヘルスケア、および機械と人間の相互作用に関するプロジェクト

パートナー大学：広島大学、アリゾナ州立大学

このプロジェクトは、体力と健康を生涯にわたって維持するための体力トレーニングの
モチベーションを、AIの利用により保つ方法に焦点を当てています。ウェアラブルセン
サー技術と個人情報収集デバイスを使用した、AIベースのコーチングシステムとセルフ
ケアシステムの開発を目標としています。

3.	 医療と機械学習に関するプロジェクト

パートナー大学：東北大学、ケース・ウエスタン・リザーブ大学、ジョンズホプキンス
大学

感染症と戦うための抗体を特定する際の大きな問題のひとつは、その工程にかかる時間
とコストです。このプロジェクトでは、機械学習技術や、生命情報科学、計算化学を利
用して、より少ない開発時間とコストで新たな抗体を開発する方法を研究しています。

4.	 分散データを保護して統合的に機械学習をする技術に関するプロジェクト

パートナー大学：筑波大学、デラウェア大学、ジョンズホプキンス大学、パデュー大
学、オハイオ州立大学

プライバシーや個人情報の保護に対する意識の高まりにより、機械学習のためのデータ
取得は困難になってきています。このプロジェクトでは、データの中間表現、または個
人情報や保護必要情報が含まれていないデータを使用することで、データ共有や連合学
習を可能にする新しいプラットフォーム技術を開発しています。筑波大学の重点分野は
機械学習で、デラウェア大学はセキュリティ、ジョンズホプキンス大学は医療データ分
析、オハイオ州立大学はスマートシティを中心に研究しています。

さらに、2019年7月、全米科学財団（NSF）と日本科学技術振興機構（JST）は、スマートな
コネクテッド（接続された）コミュニティ・ソリューションの研究を支援するべく、「スマー
ト・コネクテッド・コミュニティ」4のためのJST-NSF研究助成金を開始しました。助成金申
請の呼びかけのなかでは、「災害対応と緊急事態管理、精密農業、配電網とモノのインターネ
ット（IoT）デバイスのサイバーセキュリティ、有線・無線ネットワーク」に対する関心が強調
されました。

オハイオ州立大学と筑波大学が企画していた第7回デジタルイノベーションハブ ワークショッ
プは、新型コロナウイルスの世界的な流行により、計画どおり2020年に開催することはでき
ませんでした。しかし、近い将来、オンラインでワークショップを開催することを計画してい
ます。このワークショップで予定しているテーマのひとつは、オハイオ州立大学が取り組んで
いるプロジェクトである「スマートモビリティ」です。そのプロジェクトは、新しいセンサ
ー、アルゴリズム、通信などの技術を利用することで、あらゆる交通（輸送）手段における問

4	  https://nsf.gov/news/news_summ.jsp?cntn_id=298806
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題の解決を目指しています。この新しいプロジェクトには、学部および大学院レベルの教育、
研究、イノベーション、経済開発、コミュニティ開発が組み込まれています。また、輸送や移
動といった従来の研究分野に加えて、データ分析、人工知能と機械学習、持続可能性、エネル
ギー、都市計画、スマートインフラストラクチャ、人間行動と人的要因、サイバーセキュリテ
ィ、マテリアル、製造、コネクテッド自動運転車両、人体の健康、およびその他の分野が関わ
っています。5

デジタルイノベーションハブに携わっている研究者たちは、共通のビジョンや価値観のもと
で、この日米プラットフォームの結束が今後も強まり、AIやビッグデータ、サイバーセキュリ
ティなどのデジタルサイエンスの重要分野における研究者の交流が促進されることを目指して
います。デジタルイノベーションハブのゴールは、日米の産業界と力を合わせ、両国政府の支
援を得ることで、研究成果を社会で実用化することです。

5	  機械工学および航空宇宙工学の教授であり、オハイオ州立大学のスマートモビリティのディレクターである
Chris Atkinson、著者らに対する取材（2020年8月23日）
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